地域型復興住宅

地域住宅生産者グループ　募集要綱
○　地域型復興住宅とは、地域における住宅生産の担い手である建築士・設計事務所、工務店、専門工事業者、林業・木材産業関係者、建材流通事業者等が連携してつくる、良質で被災者が取得可能な価格の木造軸組（在来工法）住宅です。

○　このたび、岩手県地域型復興住宅推進協議会では、地域型復興住宅の生産・供給を担う建築士・設計事務所、工務店、専門工事業者、林業・木材産業関係者、建材流通事業者等でつくるグループ（地域住宅生産者グループ）の募集を行います。
岩手県地域型復興住宅推進協議会
地域型復興住宅の生産供給体制の構築に向けた
地域住宅生産者グループの公募について
１．実施概要
（１）主旨と目的

東日本大震災において甚大な被害を受けた岩手県、宮城県、福島県の３県では、被災者による住宅再建や災害公営住宅の整備が円滑にできる、効率的な住宅供給の仕組みが必要となっています。
このような状況の中、平成23年８月、３県の住宅生産関係者や行政、研究機関、金融機関、事業者団体等の合同による地域型復興住宅連絡会議を発足し、被災地の住宅復興に向け、低廉・良質・安全安心な木造戸建住宅の設計計画と平時を超える需要にも対応可能な生産システムなどについて協議・検討を行い『設計と生産システムガイドライン』を策定いたしました。

被災者の経済状況や住宅需要を考慮し、地域産業復興や雇用創出の期待を踏まえながら、各県の地域の住宅生産者が協力し、地域材を用いた良質低廉な木造住宅（地域型復興住宅）の生産体制を構築し、今後予想される大量の住宅需要に的確に対応していくことが求められていることから、岩手県地域型復興住宅推進協議会では平成２４年３月、地域型復興住宅の生産・供給を担う建築士・設計事務所、工務店、専門工事業者、林業・木材産業関係者、建材流通事業者等でつくるグループを公募し、１３７グループを登録しております。
· この度、地域住宅生産者グループの追加募集を行うこととしました。
本協議会は、公募により登録された地域住宅生産者グループに対して、補助制度や融資制度等に係る必要な情報提供等の支援を行っていきます。また、作成する名簿や情報シートについて、ホームページや、被災者および自治体担当者向けのリーフレットで紹介する等の広報による支援をさせていただきます。

（２）地域住宅生産者グループに期待すること
東日本大震災における多くの被災者の経済状況を考慮すると、今後供給される住宅には、取得可能なコストで建設でき、将来的な増改築等も可能で、かつ長期にわたり利用できることなどが求められています。
また、地域の住宅関連産業や林業等の復興、経済の活性化、地域の街並み・景観の再生等の観点からは、地域材や地域の生産体制を最大限活用していくことが重視されています。

このことから、本公募により登録される地域住宅生産者グループには、まず、地域の住宅生産者が協力しあいながら、地域材を用いた良質かつ低廉な地域型復興住宅の生産供給・維持管理するための体制（相談、設計、施工、地域材の調達、維持管理等）を構築することが期待されています。
そして地域型復興住宅の整備を行うことで、今後予想される大量の住宅需要に的確に対応しつつ、被災者の自力住宅再建と自治体の災害公営住宅建設を支援していく役割が期待されています。

さらに、これらの地域住宅生産者グループの取組みが、地域における雇用機会の創出と産業振興へ寄与することが期待されます。

２．応募の条件
（１）対象となる地域住宅生産者グループ
岩手県において、関連地域産業の連携による地域型復興住宅の生産供給に取り組もうとする地域住宅生産者グループ（任意設立のグループ含む。グループの新規／既存は問わない）。

ここでいうグループは、建築士・設計事務所、工務店、専門工事業者、林業・木材産業関係者、建材流通事業者など複数以上の業種からなる体制を指します（これからその体制構築を目指すものを含みます。）なお、代表者は岩手県に本社があることを条件とします。
（２）地域住宅生産者グループの要件
３県協議会でとりまとめた『設計と生産システムガイドライン』を参考注２にして地域型復興住宅の生産供給を行うグループとして、以下の体制の整備を行うことを要件とします。
（注２）ガイドラインへの適合を厳密に求めるものではなく、各地域住宅生産者グループは、ガイドラインを参考に、その特性に合わせて当該グループにふさわしい住宅生産の基本方針、共通ルール等を定めることができます。
①　相談への対応力
・被災者や自治体からの相談にきめ細かく対応できる体制を有していること。
②　設計力
・長期優良住宅の設計及び認定手続きを行うことができること。
③　施工力
・長期優良住宅の施工を行うことができること。
・平時を超える住宅需要への対応に配慮していること。
④　地域材の調達力
・地域材を安定して調達することができること。
⑤　維持管理力

・将来にわたって維持管理や増改築にきめ細かく対応できること。
３．応募の方法

応募に関する書式は(社)岩手県建築士事務所協会ホームページからダウンロードできますので活用下さい。アドレスhttp://hukkoujuutaku.sakura.ne.jp/iwajk
（１）応募書類等の提出
応募する地域住宅生産者グループは、別添の応募書式（様式１～２）に必要事項を記入の上、応募書類等を「（２）提出先」まで、郵送してください。（E-mail、FAXによる提出はご遠慮下さい）

＜応募書類等＞

①応募申請書（様式１～２）
２部

②応募申請書データを入れたCD-R
１枚
③情報シートデータを入れたCD-R
１枚
（２）提出先  ＜参加意向表明書および応募書類等の提出先＞【事務局】

〒０２０-００１６ 岩手県盛岡市名須川町１８番１６号
　　　　　　　　　岩手県地域型復興住宅推進協議会　　

　　　　　　　　　事務局：（社）岩手県建築士事務所協会　（担当：鍋倉）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　019-651-0781　FAX　019-651-8677
４．地域住宅生産者グループの登録の方法

本協議会は、「３．応募の方法」に従い提出された応募書類を確認し、地域住宅生産者グループの要件（「２．応募の条件」参照）を満たすことが確認できれば、当該応募グループを地域住宅生産者グループとして登録します。

登録は、本協議会が作成する『地域住宅生産者グループ 登録名簿』への記載により行います。

５．スケジュール等
登録後の活動
①名簿や情報シートの作成

本協議会は、地域住宅生産者グループの連絡先等を記した名簿（リスト）を作成します。

各地域住宅生産者グループには、ループ概要や住宅の特徴を記した消費者向け情報シート（図表や写真入り）を提出していただきます。
②普及・広報活動

本協議会は、地域住宅生産者グループの名簿及び情報シートを元に、以下の方法により地域型復興住宅の普及・広報活動を展開します。
○　名簿及び情報シートのホームページ掲載（各県協議会の構成団体のＨＰを活用）

○　リーフレットの作成・配布（住宅金融支援機構東北支店と共同で作成）

○　記者発表などメディアへの情報提供
③地域型復興住宅の整備と補助・融資制度の積極的活用

登録された地域住宅生産者グループには、地域型復興住宅の整備を目指していただくとともに、整備に係る国や県の補助制度及び住宅金融支援機構の融資制度の活用を期待します。

一方、本協議会は、地域住宅生産者グループによる国や県の補助制度及び住宅金融支援機構の融資制度の活用促進を図るため、地域住宅生産者グループに対し情報提供等の支援を行います。

６．問い合わせ先

〒０２０-００１６ 岩手県盛岡市名須川町１８番１６号
　　　　　　　　　岩手県地域型復興住宅推進協議会　　

　　　　　　　　　事務局：（社）岩手県建築士事務所協会　（担当：鍋倉）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　019-651-0781　FAX　019-651-8677
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